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［職業能力開発局］

千円 千円 千円 ％

一　般　会　計 9,650,337 14,302,489 4,652,152 148.2

(うち義務的経費） (7,564,602) (7,656,314) 91,712 101.2

(うち裁量的経費） (2,085,735) (1,998,911) ▲ 86,824 95.8

0 4,647,264 4,647,264 －

80,391 39,068 ▲ 41,323 48.6

労働保険特別会計 150,733,634 160,660,518 9,926,884 106.6

144,093 589,907 445,814 409.4

150,589,541 160,070,611 9,481,070 106.3

160,464,362 175,002,075 14,537,713 109.1

平成26年度概算要求総括表

区　　　　　分
平成25年度
予　算　額

平成26年度
概算要求額

対　前　年　度
比較増▲減額

前年比

新しい日本のための
優先課題推進枠

東日本大震災復興特別会計

（　労　災　勘　定　）

（　雇　用　勘　定　）

合　　　　　計



職業能力開発局における平成26年度予算概算要求の主な施策 

 
・業界検定のスタートアップ支援(第3の1) 

・ジョブ・カードの活用(第3の2) 

 

・若者等の学び直しの支援(第1の1（1）) 

・就職活動の困難な学生等向け職業訓練創設(第1の1(2)) 

・地域若者サポートステーション事業(第1の1(3)) 

・産学官の地域コンソーシアムによる訓練コースの開
発(第1の1(3)) 

・育児休業中・復職後の能力アップに取り組む企業助
成(第1の2) 

・人材こそが日本が世界に
誇る最大の資源 

・経済社会の成長の最大の
源泉は人的資源 

・若者、女性等のポテンシャ
ル発揮が不十分 

・非正規雇用労働者が増加
し、人的資源の形成が困難 

対策 

① 女性が働きやすい環境を整え、社会に活力を取り戻す 

② 若者も高齢者も、もっと自分の能力を活かして 
 活き活きと働ける社会にする 

③ 日本の若者を世界で活躍できる人材に育て上げる 

職業能力開発局の 
主な施策 

日本再興戦略等で示された課題・対策の方向性 

ビ
ジ
ョ
ン 

現
実 

多様な働き方の実現 

若者、女性等の活躍促進 
 
・公共職業訓練や求職者支援訓練の推進(第2の1) 

・生徒等へのものづくり産業の魅力発信(第2の2) 

成長分野・ものづくり分野での人材育成の推進 

※斜体字は、「職業能力開発局における平成26年度予算概算要求の主要事項」における項目番号 



平成２６年度職業能力開発局重点施策と概算要求の概要について

平成２６年度要求額１,７５０（１,６０５）億円
※総額は各項目間における重複を排除している。

一般会計 １４３（ ９７）億円

雇用勘定 １,６０７（１,５０７）億円

労災勘定 ５.９（１.４）億円

東日本大震災復興特別会計０.４（０.８）億円

第１ 若者・女性等の活躍促進 ２８０（ １４０）億円
一般会計 ８８（ ４１）億円

雇用勘定 １９２（ ９９）億円

１ 若者の活躍促進 ２０８（ ９０）億円

一般会計 ４８（ １.６）億円

雇用勘定 １６０（ ８８）億円

（１）若者等の学び直しの支援【新規】 １０億円

雇用勘定 １０億円

非正規雇用労働者である若者等が的確にキャリアアップ・キャリアチェンジできるよ

う、資格取得等につながる自発的な教育訓練の受講を始め、社会人の学び直しを促進する

ために雇用保険制度の見直しを実施するとともに、従業員の学び直しプログラムの受講を

支援する事業主に対してキャリア形成促進助成金・キャリアアップ助成金による支援を創

設する。

また、「地域若者サポートステーション」（サポステ）による支援を受けて就職した者

に対し、学び直しプログラムに誘導するなどのステップアップ支援を行う事業（「サポス

テ卒業者ステップアップ事業（仮称）」）を実施する。

（２）就職活動から職場で活躍するまでの総合的なサポート【一部新規】（一部推進枠）

１１４（５５）億円

一般会計 ２．６億円

雇用勘定 １１１（ ５５）億円

採用時に必要な社会的スキルが乏しいなど就職活動に困難性を有する学生等を対象と

して、その特性に配慮した新たな職業訓練を実施する。

ジョブ・カードを活用し、企業実習と Off-JT を組み合わせた実践的な職業訓練を実施
し、若者等の人材育成に取り組む企業への支援を強化する。

また、若手社員の訓練を行う中小企業団体に対する新たな支援を実施する。



（３）ニート・フリーター等の若者に対する能力開発支援等の充実【一部新規】

（一部推進枠）

４８（１.４） 億円

一般会計 ４５（１.４）億円

雇用勘定 ３億円

「地域若者サポートステーション」において、引き続き相談支援、学校との連携推進、

合宿形式を含む集中訓練プログラム事業を行うとともに、体験先の確保やフォローアップ

等を行う「体験先コーディネーター」の配置等により、未就職期間が長引き孤立しつつあ

る若者等に対する支援を充実、強化する。

また、就職可能性を高める民間訓練カリキュラムを開発するため、産学官による地域

コンソ－シアムを構築し、多様な職業訓練コースの開発・改善、普及に取り組み、開発し

たカリキュラムに基づき身近な場で訓練を実施する。

（４）キャリア教育等の推進【一部新規】 ３６（３４）億円

一般会計 ０.２（ ０.２）億円

雇用勘定 ３６（ ３４）億円

文部科学省や中小企業団体等の産業界と連携・協力してキャリア教育のためのプログ

ラムを開発し、大学等でのキャリア教育における活用を促進する。

また、在学段階から若者にものづくり産業の魅力を発信する観点から、「ものづくりマ

イスター」による実演・指導等の取組を拡充する。（「目指せマイスター」プロジェクト（仮

称））

（５）インターネットを活用した在職者キャリア・コンサルティング体制の整備【新規】

０.２億円

雇用勘定 ０.２億円

インターネットを通じて若者が就職後も無料でキャリア・コンサルティングを受ける

ことができるよう、メールによる相談を行う。

２ 女性の活躍促進【新規】 １７億円

雇用勘定 １７億円

育児休業を取得したい者が、安心して育児休業を取得し、円滑に復職できる環境整備

を促進するため、育児休業中や復職後の能力アップに取り組む企業への助成制度を創設す

る。

３ 障害者の職業能力開発支援の強化 ５５（４９）億円

一般会計 ４０（ ３９）億円

雇用勘定 １５（ １０）億円

求職障害者の増加に対応して必要な訓練機会を確保するため、委託訓練の規模を拡充

するほか、精神障害者等に対する訓練指導技法の開発・普及や、地域関係機関によるネッ

トワークの構築を推進する。



第２ 成長分野・ものづくり分野での人材育成の推進 １，３１８（１，３１８）億円
一般会計 ３３（ ３３）億円

雇用勘定 １,２８５（１,２８５）億円

１ 成長分野・ものづくり分野での離職者訓練等の推進【一部新規】

１,２５３（１,２５５）億円

一般会計 ３３（ ３３）億円

雇用勘定 １,２２０（１,２２２）億円

離職者等の多様なニーズに応じ、民間教育訓練機関等を活用し、情報通信、環境・エネ

ルギー分野等の成長分野の実践的な職業訓練や求職者支援訓練を通じて、多様な訓練機会

を提供する。また、地域や産業ニーズに基づき、ものづくり分野の公共職業訓練を実施す

る。

さらに、産学官の地域コンソ－シアムによる多様な職業訓練コースを開発及び訓練を実

施する。【再掲】

２ ものづくり立国の推進【一部新規】 ４２（ ４１）億円

雇用勘定 ４２（ ４１）億円

企業ＯＢ等の優れた技能者（ものづくりマイスター）を活用し、技能競技大会参加者の

拡大や若年技能者のスキルアップ、効果的な技能の継承等の支援を行うとともに、学生・

生徒等に対して、ものづくり産業の魅力を発信する。（「目指せマイスター」プロジェクト

（仮称））【一部再掲】

３ 建設専門人材の育成支援の推進【一部新規】 １０（ ８.６）億円

雇用勘定 １０（ ８.６）億円

不足している建設専門人材の育成支援のため、中小企業等が行う認定職業訓練制度を拡

充（要件緩和）し、民間による若年労働者の人材育成を推進する。

第３ 多様な働き方の実現 １４（ １２）億円
雇用勘定 １４（ １２）億円

１ 職業能力の「見える化」の促進【一部新規】 ３（１.８）億円

雇用勘定 ３（１.８)億円

職業能力の「見える化」を促進するため、業界検定のツール策定、モデル実施等のス

タートアップ支援を通じた能力評価の仕組みの整備や、ジョブ・カードの活用等を行う。



２ 派遣労働者のキャリア形成支援の推進【新規】 ０.４億円

雇用勘定 ０.４億円

ジョブ・カードを活用し、派遣労働者のキャリア形成を支援するモデル的な取組に向

けて、ジョブ・カードの積極的な活用方策を開発する。

第４ 職業生涯を通じたキャリアアップやキャリアチェンジの総合的な支援等の強化

１.５（１.４）億円
雇用勘定 １.５（１.４）億円

１ キャリア・コンサルティングの活用促進【一部新規】 １.３（１.４）億円

雇用勘定 １.３（１.４）億円

キャリア・コンサルタントの体系的な養成や質の向上を図るため、キャリア・コンサル

タントの指導者養成等を行うとともに、キャリア・コンサルタントについての情報提供体

制を整備し、キャリア・コンサルティングの活用を推進する。

また、キャリアチェンジ（新たな職場・職務への転換）を伴う労働移動を成功させるた

めのツールの標準化、ツールを活用したキャリア・コンサルティング技法の開発、キャリ

ア・コンサルタントの養成を実施する。

２ インターネットを活用した在職者キャリア・コンサルティング体制の整備【再掲】

０.２億円
雇用勘定 ０.２億円

第５ 重層的なセーフティネットの構築 １,２５３（１,２５５）億円
一般会計 ３３（ ３３）億円

雇用勘定 １,２２０（１,２２２）億円

１ 公共職業訓練、求職者支援制度による職業訓練を通じた能力開発【再掲】

１,２５３（１,２５５）億円

一般会計 ３３（ ３３）億円

雇用勘定 １,２２０（１,２２２）億円

就職のために能力の向上が必要な者に対し、公共職業訓練や求職者支援制度による職業

訓練を実施するとともに、求職者支援制度について、労働政策審議会での議論を踏まえ、

必要な見直しを行う。



第６ 非正規雇用対策の総合的な推進 ９２（ ４５）億円
雇用勘定 ９２（ ４５）億円

１ 非正規雇用労働者の能力開発の強化【一部新規】

６６（２５）億円

雇用勘定 ６６（ ２５）億円

非正規雇用労働者の個々人の特性に配慮した公共職業訓練の見直し、産学官のコンソ

ーシアムによる多様な職業訓練コースの開発及び訓練実施【再掲】並びに学び直しの支援

【再掲】を実施する。

また、キャリアアップ助成金の積極的な活用促進等により、企業内における非正規雇用

労働者のキャリアアップのための環境を整備する。

２ 職業能力の「見える化」の促進【再掲】

３（１.８）億円

雇用勘定 ３（１.８）億円

３ 派遣労働者のキャリア形成支援の推進【再掲】

０.４億円

雇用勘定 ０.４億円

４ ジョブ・カード制度の推進

２２（ １７）億円

雇用勘定 ２２（ １７）億円

公共職業訓練及び求職者支援訓練の場やわかものハローワーク等における支援メニュー

として、ジョブ・カードの活用促進を図るとともに、ジョブ・カードを採用面接の応募書

類として活用する「ジョブ・カード普及サポーター企業」の開拓、学生用ジョブ・カード

を活用している好事例の収集・普及等により、ジョブ・カードを取得した訓練受講者等の

円滑な就職を促進する。



第７ 人づくりを通じた国際協力の推進等 ６.３（ ７.０）億円
一般会計 ４.２（ ４.７）億円

雇用勘定 １.７（ １.９）億円

労災勘定 ０.４（ ０.４）億円

１ 技能実習制度の適切な運用 ３.６（４.１）億円

一般会計 １.５（ １.８）億円

雇用勘定 １.７（ １.９）億円

労災勘定 ０.４（ ０.４）億円

監理団体や実習実施機関（技能実習生の受入れ機関）への巡回指導、技能実習生への母

国語相談等を引き続き実施し、技能実習生が修得した技能の適切な評価等を促進すること

により、適正で実効ある技能移転を行う。

２ 技能評価システムの移転等、職業能力開発分野の国際協力の推進

２.８（２.９）億円

一般会計 ２.８（２.９）億円

日本の技能評価システムの開発途上国への移転を引き続き実施する。

また、ASEAN向けの職業訓練指導員マニュアルの開発・普及、国際機関を通じた協力、
職業訓練指導員の能力向上への支援等、開発途上国の人材育成に協力する。



重点化措置施策等

＜新しい日本のための優先課題推進枠＞

地域若者サポートステーション事業（新規）【再掲】 ４４億円

一般会計 ４４億円

就職活動に困難性を有する学生等に対する職業訓練の推進（新規）【再掲】２.６億円

一般会計 ２.６億円


